
１．財政投融資を活用している事業の主な内容

２．財政投融資計画額等
（単位：億円）

３．当該事業に関する政策コスト分析の試算値

① 政策コスト （単位：億円） ③ 経年比較分析（対前年度実績増減額の算出） （単位：億円）

② 投入時点別政策コスト内訳 （単位：億円）

④ 発生要因別政策コスト内訳 （単位：億円）

⑤ 感応度分析（前提条件を変化させた場合） （単位：億円）

（注）　各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

※1　国の収入（国庫納付等）は、収入がある場合マイナス計上する。　例：△100億円…100億円の国庫納付等を表す。

△367                  △248                  +119                   +0                       -                        +119                   

元年度 2年度

単純比較
（調整前）

（独）福祉医療機構（一般勘定）
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2年度財政投融資計画額 元年度末財政投融資残高見込み

2,594

単純増減

31,786

元年度 2年度

　社会福祉の増進並びに医療の普及及び向上を図るため、特別養護老人ホーム等の社会福祉施設の設置等に必要な資金及び病院、診療
所、介護老人保健施設等の医療関係施設等の設置等に必要な資金の融資（貸付事業）を行っている。
（参考）
　財政投融資対象外の主な事業としては、福祉医療経営指導事業、福祉保健医療情報サービス事業、社会福祉振興助成事業、退職手当共済
事業、心身障害者扶養保険事業、年金担保貸付事業及び労災年金担保貸付事業等がある。

増　減区　　　分

2.国の収入（国庫納付等）　※
1 -          -          

△316                  

△352                  △367                  

実質増減
（②-①）

+86       

3.出資金等の機会費用分 △405    △416    △11     
経年比較
（調整後）

政
策
コ
ス
ト

1.国の支出（補助金等） 53        49        △15     

①分析始期の調整
（分析始期を2年度分
析に合わせた結果）

②前提金利の調整
（元年度の前提金利で

再試算した結果）

-          

△4       

 (A)2年度政策コスト 【再掲】 △367

【実質増減額の要因分析】
　○ 政策コストの増加要因
　　・貸倒の増によるコスト増　（+42億円）
　　・運用収入の減によるコスト増　（+23億円）
　　・2年度新規融資分の利差等によるコスト増　（+12億円）
　　・30年度実績確定及び元年度見込改定によるコスト増　（+6億円）
　　・3年度以降の財投機関債発行見込額の増によるコスト増
　　　（+4億円）
　　・その他（新規融資による事務費の増等）　（+7億円）
　
　○ 政策コストの減少要因
　　・期首欠損金の増によるコスト減　（△6億円）
　　・期首出資金の減によるコスト減　（△2億円）

① 分析期首までに投入された
　出資金等の機会費用分

59        33        △26     

    1～3 合計＝政策コスト (A)　 △352   △367   △15     

区　　　分 元年度 2年度 増　減

分析期間（年） 37年      36年      △1年     

△402                  

 (A) 政策コスト 【再掲】 △352    △367    △15     

国の支出（補助金等） 53        49        △4       

② 分析期間中に新たに見込
　まれる政策コスト

△411    △399    +12       

剰余金等の機会費用分 △464    △448    +16       　　② 貸倒 42

　　① 繰上償還 11

出資金等の機会費用分 -          -          -          　　③ その他（利ざや等） △420

国の収入

（国庫納付等）　※1 -          -          -          

※
2
　前提金利（割引率及び将来金利）をマイナス金利政策導入前（平成28年1月28日）における国債流通利回りを基に算出した場合。

２．国の収入

（国庫納付等）　※1
３．出資金等の

機会費用

 (A) 政策コスト
【再掲】

マイナス金利政策

導入前ケース　※2 増減額 １．国の支出
（補助金等）

https://www.wam.go.jp/hp


４．分析における試算の概要及び将来の事業見通し等の考え方

［試算の概要］

①

②

③

④

 ［将来の事業見通しの考え方］

①

②

③

累計0.67％（注）
（注）令和2年度期首残高に対する分析期間中の貸倒償却推計総額の比率

④

５．補助金等が投入される理由、仕組み、国庫納付根拠法令等

　 ［補助金等が投入される理由］

（根拠法令等）

・独立行政法人通則法 第46条（運営費交付金）

・予算補助（利子補給金）

　 ［国庫納付根拠法令］

独立行政法人福祉医療機構法

独立行政法人通則法
第46条の2　独立行政法人は、不要財産であって、政府からの出資又は支出（金銭の出資に該当するものを除く。）に係るもの（以下この
　条において「政府出資等に係る不要財産」という。）については、遅滞なく、主務大臣の認可を受けて、これを国庫に納付するものとす
　る。ただし、中期目標管理法人の中期計画において第30条第2項第5号の計画を定めた場合、国立研究開発法人の中長期計画におい
　て第35条の5第2項第5号の計画を定めた場合又は行政執行法人の事業計画において第35条の10第3項第5号の計画を定めた場合
　であって、これらの計画に従って当該政府出資等に係る不要財産を国庫に納付するときは、主務大臣の認可を受けることを要しない。
２ 　独立行政法人は、前項の規定による政府出資等に係る不要財産（金銭を除く。以下この項及び次項において同じ。）の国庫への納
　付に代えて、主務大臣の認可を受けて、政府出資等に係る不要財産を譲渡し、これにより生じた収入の額（当該財産の帳簿価額を超
　える額（次項において「簿価超過額」という。）がある場合には、その額を除く。）の範囲内で主務大臣が定める基準により算定した金額
　を国庫に納付することができる。ただし、中期目標管理法人の中期計画において第30条第2項第5号の計画を定めた場合、国立研究開
　発法人の中長期計画において第35条の5第2項第5号の計画を定めた場合又は行政執行法人の事業計画において第35条の10第3項
　第5号の計画を定めた場合であって、これらの計画に従って当該金額を国庫に納付するときは、主務大臣の認可を受けることを要しな
　い。
３ 　独立行政法人は、前項の場合において、政府出資等に係る不要財産の譲渡により生じた簿価超過額があるときは、遅滞なく、これを
　国庫に納付するものとする。ただし、その全部又は一部の金額について国庫に納付しないことについて主務大臣の認可を受けた場合
　における当該認可を受けた金額については、この限りでない。

第16条　機構は、通則法第29条第2項第1号に規定する中期目標の期間（以下この項において「中期目標の期間」という。）の最後の事業
　年度に係る通則法第44条第1項又は第2項の規定による整理を行った後、同条第1項の規定による積立金があるときは、その額に相当
　する金額のうち厚生労働大臣の承認を受けた金額を、当該中期目標の期間の次の中期目標の期間に係る通則法第30条第1項の認可
　を受けた中期計画（同項後段の規定による変更の認可を受けたときは、その変更後のもの）の定めるところにより、当該次の中期目標の
　期間における第12条第1項に規定する業務の財源に充てることができる。
２　 機構は、前条第一号に掲げる業務に係る勘定、同条第四号に掲げる業務に係る勘定及び同条第五号に掲げる業務に係る勘定にお
　いて、前項に規定する積立金の額に相当する金額から同項の規定による承認を受けた金額を控除してなお残余があるときは、その残
　余の額を国庫に納付しなければならない。
３　 略
４ 　前3項に定めるもののほか、納付金の納付の手続その他積立金の処分に関し必要な事項は、政令で定める。

0.03 0.03
繰上償還率（医療） 1.74 0.27 0.21 0.18

0.03 0.03

（試算前提）

　福祉・保健・医療サービス提供基盤となる社会福祉施設や医療施設等は、少子・高齢化社会に対応して国民生活に不可欠の社会資源であ
り、その整備等の促進を図るための経費等として一般会計から調達金利と貸付金利の金利差にかかる補給金等を受け入れている。

　「政府は、予算の範囲内において、独立行政法人に対し、その業務の財源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相当する金額を交付
することができる。」

（計画）
年度 30 元 3

機構の行う事業のうち、福祉医療貸付事業を経理している一般勘定を試算の対象としている。ただし、当該勘定に含まれる福祉医療経営
指導事業、福祉保健医療情報サービス事業及び社会福祉振興助成事業に係る費用については、分析の対象から除外した。

既往の貸付金残高 3兆4,643億円（元年度末予定額）に加え、2年度の事業計画（貸付契約額3,021億円）に基づき貸付を実行した場合に
ついて試算している。
分析期間は、既往の貸付金に加え、2年度の事業計画に基づく貸付金が全て回収され、財政融資資金借入金が全て償還されるまでの36
年間としている。

一般管理費等については、4年度以降は貸付金の管理及び回収業務についてのみ計上している。

2年度の貸付金2,825億円及び3年度の貸付金677億円を37年度までに回収することとしている。
 （なお、3年度に交付する677億円については、2年度以前融資分に係る未交付貸付金である。）
繰上償還については、平成10年10月1日以降の貸付申込受理分から任意の繰上償還には弁済補償金が付されるので、弁済補償金付と
弁済補償金無に区分されるが、弁済補償金付繰上償還については、財政融資資金借入金についても弁済補償金付の繰上償還を行うの
で、政策コストに影響を与えないことから見込まず、弁済補償金無繰上償還のみを見込んでいる。令和2年度の繰上償還額は、概算決定と
同額を計上。令和3年度以降の繰上償還額は、各年度期首残高に過去の実績に基づいた繰上償還率を乗じて試算しているが、弁済補償
金無の対象となる貸付金残高が年々減少していくため、繰上償還率も減少する見込みとなる。
貸倒償却については、2年度予算における貸倒引当金計上額を分析期間内で償却することとし、総額で232億円を見込んでいる。
なお、貸倒償却額は各年度の貸付金残高を基に算出しており、貸倒償却率は下記のとおりである。

0.03 -
2

（実績） （見込み）

繰上償還率（福祉） 0.48 0.03
4 5 6～30 31～37

（単位：％）

30年度末におけるリスク管理債権の残高は1,092億円。民間の企業会計に準拠した場合の貸倒引当金は158億円（30年度末）である。
（貸倒引当金／貸付金残高（貸付受入金控除後）＝0.464％）

貸倒償却率 0.008 －
0.16 0.13 0.10 -



６．特記事項など

（参考）当該事業の成果、社会・経済的便益など　

　１　融資実績等

　２　過去10年間（平成21～30年度）における貸付事業の成果

　①  福祉貸付事業においては、民間の社会福祉施設が施設数で9千施設、定員で42万人分の整備が図られた。

老人福祉施設 （ 62.1万人）

障害福祉施設 （ 13.6万人）

児童福祉施設 （ 197.5万人）

　②  医療貸付事業においては、医療関係施設6百施設の新設、 8百施設の増改築が行われ、病床等の整備が図られた。

介護老人保健施設 （ 33.2万人）

病院 （119.8万床）

（注）（　）書は平成30年10月現在の民間社会福祉施設等の定員である。ただし、老人福祉施設・介護老人保健施設は、

　　　平成29年10月現在の定員である。

0.7万床

21,962件

16.7万人

2.3万人

23.1万人

117,242億円878件 141,165件2,118億円合　計

2.4万人

4,613件

811件 45,236件

494億円

1,624億円

医療貸付 66,193億円67件 95,929件

４ 　独立行政法人が第一項又は第二項の規定による国庫への納付をした場合において、当該納付に係る政府出資等に係る不要財産が
　政府からの出資に係るものであるときは、当該独立行政法人の資本金のうち当該納付に係る政府出資等に係る不要財産に係る部分と
　して主務大臣が定める金額については、当該独立行政法人に対する政府からの出資はなかったものとし、当該独立行政法人は、その
　額により資本金を減少するものとする。
５ 　前各項に定めるもののほか、政府出資等に係る不要財産の処分に関し必要な事項は、政令で定める。

平成30年度融資実績

17,349件福祉貸付 51,049億円

平成30年度まで融資累計額

　機構の福祉医療貸付事業の政策コストは、少子・高齢化社会において福祉・医療・介護サービスの充実のために欠かせない社会資源である社会福祉事業施設
及び病院等の医療関係施設等の設置・整備等に必要な資金を政策的に長期・低利で融資するためのものであり、機構の融資により、社会福祉事業施設及び医療
関係施設の整備が推進され、社会福祉の増進並びに医療の普及及び向上が図られている。

34,459億円

13,445億円

21,014億円

平成30年度末融資残高



【政策コストの推移】

（単位：億円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

147 304 297 288 24 △9 △205 △335 △352 △367

167 177 127 156 97 68 53 57 53 49

- - - - - - - - - -

△20 128 169 132 △74 △77 △257 △393 △405 △416出資金等の機会費用

政策コスト分析結果の概要

年度
政策コスト（総額）

国の支出（補助金等）

国の収入（国庫納付等）

【政策コストの推移の解説】

・23年度の補正予算により、東日本大震災に対する災害復旧・復興融資（無利子貸付等）によって発

生する金利差（逆ザヤ）を補てんするために政府出資金を受け入れたこと及び貸付期間の延長に伴

い分析期間が延長したことにより、24年度から26年度までは国からの出資金等の機会費用分が増加

傾向。

・27年度以後は前提金利の低下に伴い、資金繰りを目的とした債券発行に係るコストが大幅に減少し

たため、損益が改善し、剰余金が発生することにより、国からの出資金等の機会費用分がマイナスコ

ストとなる。

【政策コスト分析結果（令和2年度）に対する財投機関の自己評価】

・政策コスト分析結果については、金利情勢や当機構の融資の特性等が適切に反映されたものと考え

ており、融資条件の改正を検討する際などの判断材料の一つとなっている。

・財政融資資金借入金の償還については、予定長期資金収支において分析・検証し、令和33年度ま

でに全額償還することを確認している。

・感応度分析については、金利上昇の影響を受けてマイナスコストが縮小していることから、引き続

き、ＡＬＭによる金利リスクの管理が必要である。

△450

△350

△250

△150

△50

50

150

250

350

450

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

（単位：億円）

≪（独）福祉医療機構（一般勘定）≫

出資金等の機会費用

国の収入（国庫納付等）

国の支出（補助金等）

政策コスト（総額）

（注） 各年度の政策コストについて、推計に適用される金利等の前提条件は異なる。



　（参考）貸借対照表、損益計算書

貸借対照表
科目 30年度末実績 元年度末見込 2年度末計画 科目 30年度末実績 元年度末見込 2年度末計画

（資産の部）  （負債及び純資産の部）

流動資産 268,475 265,471 264,745 流動負債 272,948 270,171 277,231

　現金及び預金 4,782 2,048 1,642 　預り補助金等 3,472 - -

　１年以内回収予定長期貸付金 259,856 260,409 260,130 　預り寄附金 208 200 200

　未収収益 3,926 3,165 3,124    １年以内償還予定福祉医療機構債券 10,000 20,000 33,000

　未収入金 185 - - 　債券発行差額（△） △ 0 - -

　その他 4 - - 　１年以内返済予定長期借入金 252,785 244,196 238,721

　貸倒引当金 △ 278 △ 277 △ 277 　未払金 309 149 149

　賞与引当金見返 - 126 126 　未払費用 5,696 5,467 5,026

固定資産 3,138,329 3,188,926 3,203,715 　前受金 0 - -

　有形固定資産 105 67 32 　預り金 13 - -

　　建物 6 5 4 　引当金

　　車両運搬具 0 0 0 　　賞与引当金 - 126 126

　　工具器具備品 99 62 27 　その他 465 32 8

　無形固定資産 1,044 820 500 固定負債 3,116,933 3,167,607 3,174,856

　　ソフトウェア 936 819 499 　資産見返負債 1,060 832 509

　　電話加入権 1 1 1 　　資産見返運営費交付金 953 832 509

　　ソフトウェア仮勘定 107 - - 　　　ソフトウェア仮勘定見返運営費交付金 107 - -

　投資その他の資産 3,137,180 3,188,038 3,203,184 　長期預り寄附金 301 201 101

　　長期貸付金 3,140,665 3,192,065 3,210,973 　福祉医療機構債券 230,000 230,000 217,000
 　　  破産債権、再生債権、更生債権
       その他これらに準ずる債権 11,362 11,843 12,324 　債券発行差額（△） △ 9 △ 8 △ 6

　　敷金・保証金 708 708 708 　長期借入金 2,885,544 2,934,447 2,955,126

　　貸倒引当金 △ 15,555 △ 18,691 △ 22,934 　引当金

　　退職給付引当金見返 - 2,112 2,112 　　退職給付引当金 - 2,112 2,112

　その他 37 21 13

（負債合計） 3,389,881 3,437,778 3,452,087

資本金

　政府出資金 21,788 21,788 21,788

資本剰余金 △ 774 △ 775 △ 775

　資本剰余金 1,095 1,095 1,095

　その他行政コスト累計額 △ 1,869 △ 1,870 △ 1,870

　　減価償却相当累計額（△） △ 96 △ 97 △ 97

　　除売却差額相当累計額（△） △ 1,773 △ 1,773 △ 1,773

繰越欠損金

　当期未処理損失 △ 4,091 △ 4,395 △ 4,639

    (うち当期総損失) (△ 2,876) (△ 303) (△ 244)

（純資産合計） 16,923 16,618 16,374

資産合計 3,406,804 3,454,396 3,468,460 負債・純資産合計 3,406,804 3,454,396 3,468,460

（注）1.貸借対照表には、政策コスト分析対象外事業に係る金額を含む。

　　　2.四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

損益計算書
科目 30年度実績 元年度見込 2年度計画

経常費用 46,695 39,595 42,539

　福祉医療貸付業務費 43,814 35,914 39,301

　経営指導業務費 402 463 523  
　福祉保健医療情報サービス業務費 628 1,339 840

　社会福祉振興助成業務費 947 926 908

　一般管理費 876 953 967

　雑損 28 0 -

経常収益 43,819 39,292 42,294

　運営費交付金収益 1,572 1,442 1,210

　福祉医療貸付事業収入 40,923 32,357 36,002

　経営指導事業収入 61 52 61

　福祉保健医療情報サービス事業収入 3 4 3

　社会福祉振興助成事業収入 10 11 -

　補助金等収益 653 4,674 4,190

　寄附金収益 267 208 200

　資産見返運営費交付金戻入 300 329 323 　

　賞与引当金見返に係る収益 - 126 126

　退職給付引当金見返に係る収益 - 85 175

　財務収益 0 - 0  

　雑益 30 3 4

経常損失 2,876 303 244

臨時損失 - 2,257 -

　会計基準改訂に伴う賞与引当金繰入 - 145 -

　会計基準改訂に伴う退職給付費用 - 2,112 -

臨時利益 - 2,257 -

　賞与引当金見返に係る収益 - 145 -

　退職給付引当金見返に係る収益 - 2,112 -

当期純損失 2,876 303 244 　
当期総損失 2,876 303 244

（注）1.損益計算書には、政策コスト分析対象外事業に係る金額を含む。  
　　　2.四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

(単位：百万円)

(単位：百万円)


